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別紙１

２　地球温暖化対策の推進体制

１　地球温暖化対策の推進に関する方針

中部電力グループ環境基本方針

中部電力グループは、地球環境に配慮した良質なエネルギーを安全・安価で安定的にお届けすると同時に、
「コミュニティサポートインフラ」の創造による「新しいコミュニティの形」を提供し、「一歩先を行く総合
エネルギー企業グループ」として、持続的な成長を目指していきます。この実現に向けて、環境経営を的確に
実践するとともに、社員一人ひとりが自ら律して行動し、あらゆる事業分野における脱炭素社会・自然共生社
会・循環型社会を目指した取り組みを通じて、持続可能な社会の発展に貢献します。

１ 脱炭素社会の実現に貢献します
～「ゼロエミチャレンジ２０５０」の達成に向けて～

○安全性の向上と地域の皆さまの信頼を最優先に、原子力発電の活用に向けた取り組みを進めます
○水力、太陽光、陸上風力、バイオマスに加え、洋上風力や地熱等の新たな取り組みも含め、再生可能エネル
ギー事業を積極的に展開します
○再生可能エネルギー電源や蓄電池の有効活用を可能とする電力品質の確保に向けた取り組みを推進します
○エネルギーの最適利用を可能とするデジタル化を通じて、合理的な設備の形成・運用に努めるとともに、お
客さま起点のコミュニティサポートインフラを創造し、社会のニーズにお応えすることで、お客さまや社会と
共に電化・脱炭素化に貢献します
２ 自然との共生に努めます
○豊かな自然環境を守るために多様な生物の生態系や水資源の持続可能性に配慮し、事業活動を行います
３ 循環型社会の実現をめざします
○資源の消費抑制を図るとともに 廃棄物の発生抑制や資源の再使用・リサイクルにより処分量の最小化に努
めます
○４ 環境意識の向上に努めます
○環境とエネルギーに関して、地域社会の皆さまとのコミュニケーションを深めます
○環境に配慮した行動が自発的にできる人材を育成し、社会に貢献します
　
○中部電力グループは、環境への取り組みについて、継続的な改善を進めるとともに、適時適切に情報を開示
します。



別紙２

３　温室効果ガスの排出の状況

（１）温室効果ガス別の排出量（実績年度）

温室効果ガス
の種類

排出量
（ｔ-ＣＯ２）

温室効果ガス
の種類

排出量
（ｔ-ＣＯ２）

（２）補整後の温室効果ガス排出量（実績年度）

②非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源
ＣＯ２

（③を除く。）

3,830

⑤Ｎ２Ｏ④ＣＨ４①ｴﾈﾙｷﾞｰ起源ＣＯ２

⑩エネルギー起源
ＣＯ２

(発電所等配分前)

③廃棄物の原燃料
使用に伴う非ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ起源ＣＯ２

⑨ＮＦ３⑧ＳＦ６ 合計（①～⑨）

3,830

補整後温室効果ガス排出量
（ｔ-ＣＯ２）

⑥ＨＦＣ ⑦ＰＦＣ

3,785



別紙３

（３）大規模工場等の温室効果ガス排出量（実績年度）

（原油換算エネルギー使用量1,500kl以上又はエネルギー起源ＣＯ２以外の温室効果ガス排出量

　3,000ｔ-ＣＯ２以上の工場等）

1 工 場 等 の 名 称

郵 便 番 号

大分類

中分類

温室効果ガス
の種類

排出量(t-CO2)

温室効果ガス
の種類

排出量(t-CO2)

2 工 場 等 の 名 称

郵 便 番 号

大分類

中分類

温室効果ガス
の種類

排出量(t-CO2)

温室効果ガス
の種類

排出量(t-CO2)

3 工 場 等 の 名 称

郵 便 番 号

大分類

中分類

温室効果ガス
の種類

排出量(t-CO2)

温室効果ガス
の種類

排出量(t-CO2)

②非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源
ＣＯ２

（③を除く。）

①ｴﾈﾙｷﾞｰ起源ＣＯ２ ⑤Ｎ２Ｏ

代表電話番号

合計（①～⑨）
⑩エネルギー起源

ＣＯ２

(発電所等配分前)

工場等の所在地

工場等の所在地

⑥ＨＦＣ

⑧ＳＦ６

代表電話番号

③廃棄物の原燃料
使用に伴う非ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ起源ＣＯ２

工場等の所在地

②非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源
ＣＯ２

（③を除く。）

⑤Ｎ２Ｏ

⑤Ｎ２Ｏ

合計（①～⑨）

②非ｴﾈﾙｷﾞｰ起源
ＣＯ２

（③を除く。）

①ｴﾈﾙｷﾞｰ起源ＣＯ２

⑩エネルギー起源
ＣＯ２

(発電所等配分前)
⑦ＰＦＣ⑥ＨＦＣ ⑧ＳＦ６

⑦ＰＦＣ

代表電話番号

事 業 の 業 種

事 業 の 業 種

④ＣＨ４①ｴﾈﾙｷﾞｰ起源ＣＯ２

⑨ＮＦ３

事 業 の 業 種

④ＣＨ４

⑧ＳＦ６ ⑨ＮＦ３ 合計（①～⑨）
⑩エネルギー起源

ＣＯ２

(発電所等配分前)

③廃棄物の原燃料
使用に伴う非ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ起源ＣＯ２

⑨ＮＦ３

③廃棄物の原燃料
使用に伴う非ｴﾈ
ﾙｷﾞｰ起源ＣＯ２

④ＣＨ４

⑥ＨＦＣ ⑦ＰＦＣ



別紙４

４　温室効果ガスの排出の抑制等に係る目標の達成状況

（１）実績年度、基準年度及び計画期間

参考評価

年度 年度 年度 年度 年度

（２）排出の抑制等に係る目標の達成状況

※　排出量の場合

【目標】

2.0%

※　排出原単位の場合

【評価対象の排出原単位】

指標名 単位 単位 削減率 削減率 削減率 【目標】

【評価対象外の排出原単位】

指標名 単位 単位 削減率 削減率 削減率 【目標】

（３）達成状況とその主な要因

計画期間

実績年度 基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

S2020 2018 2019 2020 2021

基準年度比
削減率の平均(％)

【実績】

30,181 30,944 3,785 42.5%

温室効果ガス排出量
（t-ＣＯ２）

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度

基準年度比
削減率(%)

-2.5% 87.5%

排出原単位の指標と単
位

排出原単位
基準年度比

削減率の平均(％)

排出原単位の指標と単
位

排出原単位
基準年度比

削減率の平均(％)

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 【実績】

基準年度 第１年度 第２年度 第３年度 【実績】

　温室効果ガスの排出量は基準年度と比較して大きく減少した。この要因として中部電力株式会社は、2020年4月1日
に中部電力株式会社、中部電力パワーグリッド株式会社、中部電力ミライズ株式会社に分社化したことが挙げられ
る。
　引き続き設備機器の効率的な運転に努めるとともに、空調・照明等の節電努力を行っていく。



別紙５

５　温室効果ガスの排出の抑制等に係る措置

　 (１)  削減対策の実施状況

第1年度 第2年度 第3年度

B B
※正式な評価は第３年度

番号 第1年度 第2年度 第3年度

1
推進体制の整
備

実施 実施 実施

2
エネルギー利
用設備の管理

実施 実施 実施

3
エネルギー使
用量等の把握

実施 実施 実施

4
エネルギー使
用実態の確認

実施 実施 実施

5 非該当 非該当 非該当

6 非該当 非該当 非該当

7 非該当 非該当 非該当

8 実施 実施 実施

9 実施 実施 実施

10 実施 実施 実施

11 非該当 非該当 非該当

12 実施 実施 実施

13 未実施 未実施 実施

14 実施 実施 実施

15 非該当 非該当 非該当

16 未実施 未実施 未実施

番号 第1年度 第2年度 第3年度
削減効果

(t-CO2/年)

①

②

③

参考評価

対策の分類
対策の内容

対策の
計画状況

実施状況

分類 実施工場等 実施内容又は未実施の場合における課題

事業場で電力量等を把握記録するとともに、本
店で集約把握している。

設備（群）や施設のエネルギー使用について、稼働時と非稼
働時、操業時と非操業時、平日と休日の状況を把握してい
る。

主要事業場
上記からデータを分析し、課題確認等を行って
いる。

燃焼設備のエネル
ギー使用効率の把
握・管理

燃焼設備のエネルギー使用効率や、それに関係する燃料使
用量、空気比、排ガス温度、給水温度、廃熱回収率、稼働状
況（稼働時間、供給温度・圧力、供給量）等を記録し、適切に
管理している。
また、エネルギー使用効率の変動する傾向を把握している。

基
盤
対
策

地球温暖化対策を推進するための体制（テナント等を含む）
を構築しており、その活動実態（例えば取組方針の遵守状況
の確認等）を記録している。

本店
エネルギー管理の体制を整備し、取組の遵守
状況を把握している。

主要設備を管理する文書（設備の諸元一覧、配管系統図、
温室効果ガスの排出削減を意図した管理基準、機能維持の
方法、メンテナンスの方法等）を整備しており、その運用実態
を記録している。

本店
エネルギー管理標準により、設備の管理を行っ
ている。

主要設備（群）の稼働状況及びエネルギー使用量を把握又
は推計しており、その値を記録し、見える化している。

流体機械のエネル
ギー使用効率の把
握・管理

ポンプ、ファン、ブロワー、コンプレッサー等の流体機械に対
し、流体の漏洩防止や流体輸送時の抵抗の低減に向けた規
定があり、規定に基づく管理実態を記録している。

流体機械の稼働及
び規模の合理化

ポンプ、ファン、ブロワー、コンプレッサー等の流体機械の負
荷の低減を図っている。また、その結果を踏まえた小型化、
分散配置等の設備（群）の合理化を図っている。

区画ごとの温湿度管
理

温度、湿度等の管理値を冷暖房の対象となる区画ごとに規
定し、適宜見直している。また、その管理実態を記録してい
る。

主要事業場
省エネ・節電マニュアル等により、区画の特性
に合った温度管理を行うようにしている。

熱源設備の運用管
理

冷却水温度、冷温水温度、圧力等の設定により、熱源設備
の効率を高めている。

主要事業場
建物業務の手引き等により、熱源設備の特性や
季節に合わせた運用管理を行っている。

外気導入管理
夏季冷房期間及び冬季暖房期間に外気導入量を抑制し、
外気が有効に活用できる期間に外気を積極的に導入してい
る。

主要事業場
季節に合わせた外気の有効活用を行ってい
る。

熱の漏洩防止
熱媒体等の輸送配管、フランジ、バルブ等の断熱・保温をし
ている。また、工業炉の炉壁外面温度を把握しており、断熱
化を図っている。

照明設備の運用管
理

過剰又は不要な照明をなくすための対策を実施してお
り、その状況を把握している。

主要事業場
定期的に照度調査を実施している。また、間引
きや不要照明の消灯ルールを定めている。

高効率な照明設備
の導入

点灯時間が年間3,000時間以上の照明設備の8割以上を高
効率タイプとしている。

主要事業場
経年劣化による取り換えに合わせて高効率タイ
プの照明設備を採用している。

自動車の運用管理
燃料使用量（排出量単位）及び走行距離を把握しており、そ
れらから算出される該当年度の燃費が基準年度の値から向
上している。

主要事業場
個別の燃料使用量、走行距離の記録はある
が、全社大での燃費による管理までは行ってい
ない。

対策の分類 実　　施　　状　　況

必
須
対
策

本店

日常的に使用する
設備の節電

事務用機器、厨房設備、自動販売機等の従業員等が日常
的に使用する電気を消費する設備（他の対策に該当しな
いもの）について、利用状況に応じた効率的な運転を
行っている。

主要事業場
事務用機器等も含めて、省エネ・節電マニュア
ル等により、運用ルールを定めている。

ベンチマーク管理
（規則第3条第2項該
当事業者のみに適
用する。）

次の事業毎にベンチマーク指標を把握し、該当年度の値が
基準年度の値から減少している。
　 ・ コンビニエンスストア業　　 ・ ホテル業
 　・ 百貨店業                 　　・ 食料品スーパー業
   ・ ショッピングセンター業

分類 実施内容 実施工場等
削減効果を

記述できない理由

17

自
主
対
策

その他の削減対策
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(２) 温室効果ガスの排出の抑制等に向けた先進的・先導的対策の実施状況

参考評価

-

大項目 小項目 第1年度 第2年度 第3年度
削減効果

(ｔ-CO2/年)

区　分 実　施　状　況

削減効果を
記述できない理由

実施内容
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(３) 補整後の温室効果ガス排出量の算出に用いるクレジット等の利用

種　　類

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

実績年度での合計

（４）クレジット等に関する温室効果ガス換算量の算定方法及び考え方

オフセット対象工場等
温室効果ガス換算量

（ｔ－ＣＯ２）
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